
豊田市介護保険法の規定による行政指導及び行政処分の取扱要綱 
 

   第１章 総 則 

 （目的） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）の規

定による改善勧告、改善命令及び指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の

停止を行う場合の基準を明確にすることにより、指定居宅サービス事業者、指定地域

密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護老人福祉施設、介護老人

保健施設、介護医療院、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者、指定介護予防支援事業者、業務管理体制の整備に関する事項の届出を行

った介護サービス事業者又は指定事業者に対する行政指導及び行政処分の公正を確保

することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）運営基準 豊田市指定居宅サービスの事業等の人員、設備、運営等に関する基準

等を定める条例（平成２４年豊田市条例第６２号）、豊田市指定居宅サービスの事業

等において整備する記録を定める規則（平成２４年豊田市規則第７４号）、豊田市指

定介護予防訪問サービスの事業の人員、設備、運営及び取扱方針に関する基準を定

める要綱、豊田市指定生活支援訪問サービスの事業の人員、設備、運営及び取扱方

針に関する基準を定める要綱、豊田市指定介護予防通所サービスの事業の人員、設

備、運営及び取扱方針に関する基準を定める要綱又は豊田市指定生活支援通所サー

ビスの事業の人員、設備、運営及び取扱方針に関する基準を定める要綱で定める人

員等に関する基準をいう。 

（２）行政指導 法第７６条の２第１項、第７８条の９第１項、第８３条の２第１項、

第９１条の２第１項、第１０３条第１項、第１１４条の５第１項、第１１５条の８

第１項、第１１５条の１８第１項、第１１５条の２８第１項、第１１５条の３４第

１項及び第１１５条の４５の８第１項の規定による改善勧告をいう。 

（３）行政処分 法第７６条の２第３項、第７８条の９第３項、第８３条の２第３項、

第９１条の２第３項、第１０３条第３項、第１１４条の５第３項、第１１５条の８

第３項、第１１５条の１８第３項、第１１５条の２８第３項、第１１５条の３４第

３項及び第１１５条の４５の８第３項の規定による改善命令並びに法第７７条第

１項、第７８条の１０第１項、第８４条第１項、第９２条第１項、第１０４条第１

項、第１１４条の６第１項、第１１５条の９第１項、第１１５条の１９、第１１５

条の２９第１項及び第１１５条の４５の９に基づく指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をいう。 

 

   第２章 行政指導及び行政処分の基準 

 （行政指導及び行政処分基準） 

第３条 行政指導及び行政処分の基準は原則別表に定めるとおりとし、諸事情を勘案し

て決定する。 



２ 市長は、前項に定めるもののほか、行政処分をしようとする場合は、豊田市行政手

続条例（平成９年条例第１号）、豊田市行政手続規則（平成９年規則第１号）及び豊田

市聴聞手続規則（平成６年規則第３５号）に従い、意見陳述のための手続を執らなけ

ればならない。 

３ 市長は、行政指導をした場合において、市が定める期限内に当該指導に従わなかっ

たときは、その旨を公表するものとする。 

４ 市長は、改善命令をした場合は、その旨を公示するものとする。また、法に規定さ

れる指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をした場合は、被処分者

の名称又は氏名、該当事業所の名称及び所在地、指定をし、事業の廃止の届出の受理

をし、又は指定を取り消した場合にあっては、その年月日、指定の全部又は一部の効

力を停止した場合にあっては、その内容及びその期間並びにサービスの種類を公示す

るものとする。 

  

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月２３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年７月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



別表第１（第３条関係） 

改善勧告基準 

対象 要件 

法第７６条の２第１項に規

定する勧告を行う場合（指定

居宅サービス事業者） 

１ 法第７０条第９項又は第１１項の規定により当該

指定を行うに当たって付された条件に従わないと認

められるとき。 

２ 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技

能又は人員について運営基準で定める基準又は員数

を満たしていないと認められるとき。 

３ 法第７４条第２項に規定する指定居宅サービスの

事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指

定居宅サービスの事業の運営をしていないと認めら

れるとき。 

４ 法第７４条第５項に規定する便宜の提供を適正に

行っていないと認められるとき。 

法第７８条の９第１項に規

定する勧告を行う場合（指定

地域密着型サービス事業者） 

１ 法第７８条の２第８項の規定により当該指定を行

うに当たって付された条件に従わないと認められる

とき。 

２ 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技

能又は人員について運営基準で定める基準又は員数

を満たしていないと認められるとき。 

３ 法第７８条の４第２項又は第５項に規定する指定

地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する

基準に従って適正な指定地域密着型サービスの事業

の運営をしていないと認められるとき。 

４ 法第７８条の４第７項に規定する便宜の提供を適

正に行っていないと認められるとき。 

法第８３条の２第１項に規

定する勧告を行う場合（指定

居宅介護支援事業者） 

１ 当該指定に係る事業所の介護支援専門員の人員に

ついて運営基準で定める員数を満たしていないと認

められるとき。 

２ 法第８１条第２項に規定する指定居宅介護支援の

事業の運営に関する基準に従って適正な指定居宅介

護支援の事業の運営をしていないと認められるとき。 

３ 法第８１条第５項に規定する便宜の提供を適正に

行っていないと認められるとき。 

法第９１条の２第１項に規

定する勧告を行う場合（指定

介護老人福祉施設の開設者） 

１ その行う指定介護福祉施設サービスに従事する従

業者の人員について運営基準で定める員数を満たし

ていないと認められるとき。 

２ 法第８８条第２項に規定する指定介護老人福祉施

設の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定

介護老人福祉施設の運営をしていないと認められる



とき。 

３ 法第８８条第５項に規定する便宜の提供を適正に

行っていないと認められるとき。 

法第１０３条第１項に規定

する勧告を行う場合（介護老

人保健施設の開設者） 

１ その業務に従事する従業者の人員について法第９

７条第２項の厚生労働省令又は運営基準で定める員

数を満たしていないと認められるとき。 

２ 法第９７条第３項に規定する介護老人保健施設の

設備及び運営に関する基準（運営に関する部分に限

る。）に適合していないと認められるとき。 

３ 法第９７条第６項に規定する便宜の提供を適正に

行っていないと認められるとき。 

法第１１４条の５第１項に

規定する勧告を行う場合（介

護医療院の開設者） 

１ その業務に従事する従業者の人員について法第１

１１条第２項の厚生労働省令又は運営基準で定める

員数を満たしていないと認められるとき。 

２ 法第１１１条第３項に規定する介護医療院の設備

及び運営に関する基準（運営に関する部分に限る。）

に適合していないと認められるとき。 

３ 法第１１１条第６項に規定する便宜の提供を適正

に行っていないと認められるとき。 

法第１１５条の８第１項に

規定する勧告を行う場合（指

定介護予防サービス事業者） 

１ 法第１１５条の２第６項の規定により当該指定を

行うに当たって付された条件に従わないと認められ

るとき。 

２ 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技

能又は人員について運営基準で定める基準又は員数

を満たしていないと認められるとき。 

３ 法第１１５条の４第２項に規定する指定介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の

設備及び運営に関する基準に従って適正な指定介護

予防サービスの事業の運営をしていないと認められ

るとき。 

４ 法第１１５条の４第５項に規定する便宜の提供を

適正に行っていないと認められるとき。 

法第１１５条の１８第１項

に規定する勧告を行う場合

（指定地域密着型介護予防

サービス事業者） 

１ 法第１１５条の１２第６項の規定により当該指定

を行うに当たって付された条件に従わないと認めら

れるとき。 

２ 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技

能又は人員について運営基準で定める基準若しくは

員数又は法第１１５条第５項に規定する指定地域密

着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基

準を満たしていないと認められるとき。 



３ 法第１１５条の１４第２項又は第５項に規定する

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地

域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に

関する基準に従って適正な指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の運営をしていないと認められるとき。 

４ 法第１１５条の１４第７項に規定する便宜の提供を

適正に行っていないと認められるとき。 

法第１１５条の２８第１項

に規定する勧告を行う場合

（指定介護予防支援事業者） 

１ 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技

能又は人員について運営基準で定める基準又は員数

を満たしていないと認められるとき。 

２ 法第１１５条の２４第２項に規定する指定介護予

防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に

関する基準に従って適正な指定介護予防支援の事業

の運営をしていないと認められるとき。 

３ 法第１１５条の２４第５項に規定する便宜の提供

を適正に行っていないと認められるとき。 

法第１１５条の３４第１項 

に規定する勧告を行う場合

（業務管理体制の整備に関

する事項の届出を行った介

護サービス事業者） 

法第１１５条の３２第１項に規定する厚生労働省令で

定める基準に従って適正な業務管理体制の整備をして

いないと認められるとき。 

法第１１５条の４５の８第

１項に規定する勧告を行う

場合（指定事業者） 

法第１１５条の４５第１項第１号イからニまで又は法

第１１５条の４５の５第２項の厚生労働省令で定める基

準に従って第１号事業を行っていないと認められるとき。 

 

別表第２（第３条関係） 

改善命令基準 

対象 要件 

法第７６条の２第３項に規

定する命令を行う場合（指定

居宅サービス事業者） 

法第７６条の２第１項による勧告を受けた指定居宅サ

ービス事業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る

措置をとらなかったとき。 

法第７８条の９第３項に規

定する命令を行う場合（指定

地域密着型サービス事業者） 

法第７８条の９第１項による勧告を受けた指定地域密

着型サービス事業者が、正当な理由がなくてその勧告

に係る措置をとらなかったとき。 

法第８３条の２第３項に規

定する命令を行う場合（指定

居宅介護支援事業者） 

法第８３条の２第１項の規定による勧告を受けた指定

居宅介護支援事業者が、正当な理由がなくてその勧告

に係る措置をとらなかったとき。 

法第９１条の２第３項に規

定する命令を行う場合（指定

法第９１条の２第１項による勧告を受けた指定介護老

人福祉施設の開設者が、正当な理由がなくてその勧告



介護老人福祉施設の開設者） に係る措置をとらなかったとき。 

法第１０３条第３項に規定

する命令を行う場合（介護老

人保健施設の開設者） 

法第１０３条第１項による勧告を受けた介護老人保健

施設の開設者が、正当な理由がなくてその勧告に係る

措置をとらなかったとき。 

法第１１４条の５第３項に

規定する命令を行う場合（介

護医療院の開設者） 

法第１１４条の５第１項による勧告を受けた介護医療

院の開設者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかったとき。 

法第１１５条の８第３項に

規定する命令を行う場合（指

定介護予防サービス事業者） 

法第１１５条の８第１項による勧告を受けた指定介護

予防サービス事業者が、正当な理由がなくてその勧告

に係る措置をとらなかったとき。 

法第１１５条の１８第３項

に規定する命令を行う場合

（指定地域密着型介護予防

サービス事業者） 

法第１１５条の１８第１項による勧告を受けた指定地

域密着型介護予防サービス事業者が、正当な理由がな

くてその勧告に係る措置をとらなかったとき。 

法第１１５条の２８第３項

に規定する命令を行う場合

(指定介護予防支援事業者） 

法第１１５条の２８第１項による勧告を受けた指定介

護予防支援事業者が、正当な理由がなくてその勧告に

係る措置をとらなかったとき。 

法第１１５条の３４条第３

項に規定する命令を行う場

合（業務管理体制の整備に関

する事項の届出を行った介

護サービス事業者） 

法第１１５条の３４条第１項による勧告を受けた介護

サービス事業者が、正当な理由がなくてその勧告に係

る措置をとらなかったとき。 

法第１１５条の４５の８第

３項に規定する命令を行う

場合（指定事業者） 

法第１１５条の４５の８第１項による勧告を受けた指

定事業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかったとき。 

 

別表第３（第３条関係） 

指定取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止基準 

対象 要件 

法第７７条第１項に規定す

る指定の取消し等を行う場

合（指定居宅サービス事業

者） 

１ 指定居宅サービス事業者が、法第７０条第２項第

４号から第５号の２まで、第１０号（第５号の３に

該当する者のあるものであるときを除く。）、第１０

号の２（第５号の３に該当する者のあるものである

ときを除く。）、第１１号（第５号の３に該当する者

であるときを除く。）又は第１２号（第５号の３に該

当する者であるときを除く。）のいずれかに該当する

に至ったとき。 

２ 指定居宅サービス事業者が、法第７０条第９項又

は第１１項の規定により当該指定を行うに当たって

付された条件に違反したと認められるとき。 

３ 指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業



所の従業者の知識若しくは技能又は人員について、

運営基準で定める基準又は員数を満たすことができ

なくなったとき。 

４ 指定居宅サービス事業者が、法第７４条第２項に

規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に

関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業

の運営をすることができなくなったとき。 

５ 指定居宅サービス事業者が、法第７４条第６項に

規定する義務に違反したと認められるとき。 

６ 居宅介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

７ 指定居宅サービス事業者が、法第７６条第１項の

規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命

ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

８ 指定居宅サービス事業者又は当該指定に係る事業

所の従業者が、法第７６条第１項の規定により出頭

を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問

に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者

がその行為をした場合において、その行為を防止す

るため、当該指定居宅サービス事業者が相当の注意

及び監督を尽くしたときを除く。 

９ 指定居宅サービス事業者が、不正の手段により法

第４１条第１項本文の指定を受けたとき。 

１０ １から９までに掲げる場合のほか、指定居宅サ

ービス事業者が、この法律その他国民の保健医療若し

くは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ

らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

１１ １から１０までに掲げる場合のほか、指定居宅

サービス事業者が、居宅サービス等に関し不正又は

著しく不当な行為をしたとき。 

１２ 指定居宅サービス事業者が法人である場合にお

いて、その役員等のうちに指定の取消し又は指定の

全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき

前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく

不当な行為をした者があるとき。 

１３ 指定居宅サービス事業者が法人でない事業所で

ある場合において、その管理者が指定の取消し又は

指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとす

るとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は

著しく不当な行為をした者であるとき。 



法第７８条の１０に規定す

る指定の取消し等を行う場

合（指定地域密着型サービス 

事業者） 

１ 指定地域密着型サービス事業者が、法第７８条の

２第４項第４号の２から第５号の２まで、第９号（第

５号の３に該当する者のあるものであるときを除

く。）、第１０号（第５号の３に該当する者のあるも

のであるときを除く。）、第１１号（第５号の３に該

当する者であるときを除く。）又は第１２号（第５号

の３に該当する者であるときを除く。）のいずれかに

該当するに至ったとき。 

２ 指定地域密着型サービス事業者が、法第７８条の

２第６項第３号から第３号の４までのいずれかに該

当するに至ったとき。 

３ 指定地域密着型サービス事業者が、法第７８条の

２第８項の規定により当該指定を行うに当たって付

された条件に違反したと認められるとき。 

４ 指定地域密着型サービス事業者が、当該指定に係

る事業所の従業員の知識若しくは技能又は人員につ

いて、運営基準で定める基準若しくは員数又は従業者

に関する基準を満たすことができなくなったとき。 

５ 指定地域密着型サービス事業者が、法第７８条の

４第２項又は第５項に規定する指定地域密着型サー

ビスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適

正な指定地域密着型サービスの事業の運営をするこ

とができなくなったとき。 

６ 指定地域密着型サービスが、法第７８条の４第８

項に規定する義務に違反したと認められるとき。 

７ 指定地域密着型サービス事業者（地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護を行うものに限る。）

が、法第２８条第５項（法第２９条第２項、法第３

０条第２項、法第３１条第２項、法第３３条第４項、

法第３３条の２第２項、法第３３条の３第２項及び

法第３４条第２項において準用する場合を含む。）の

規定により調査の委託を受けた場合において、当該

調査の結果について虚偽の報告をしたとき。 

８ 地域密着型介護サービス費の請求に関し不正があ

ったとき。 

９ 指定地域密着型サービス事業者が、法第７８条の

７第１項の規定により報告又は帳簿書類の提出若し

くは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報

告をしたとき。 

１０ 指定地域密着型サービス事業者又は当該指定に

係る事業所の従業者が、法第７８条の７第１項の規



定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規

定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答

弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、

若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事

業所の従業者がその行為をした場合において、その

行為を防止するため、当該指定地域密着型サービス

事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除

く。 

１１ 指定地域密着型サービス事業者が、不正の手段に

より法第４２条の２第１項本文の指定を受けたとき。 

１２ １から１１までに掲げる場合のほか、指定地域

密着型サービス事業者が、この法律その他国民の保

健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるも

の又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違

反したとき。 

１３ 指定地域密着型サービス事業者に係る老人福祉

法（昭和３８年法律第１３３号）第２９条第１８項

の規定による通知を受けたとき。 

１４ １から１３までに掲げる場合のほか、指定地域

密着型サービス事業者が、居宅サービス等に関し不

正又は著しく不当な行為をしたとき。 

１５ 指定地域密着型サービス事業者が法人である場

合において、その役員等のうちに指定の取消し又は

指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとす

るとき前 5 年以内に居宅サービス等に関し不正又は

著しく不当な行為をした者があるとき。 

１６ 指定地域密着型サービス事業者が法人でない事

業所である場合において、その管理者が指定の取消

し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしよ

うとするとき前 5 年以内に居宅サービス等に関し不

正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

法第８４条第１項に規定す

る指定の取消し等を行う場

合（指定居宅介護支援事業

者） 

１ 指定居宅介護支援事業者が、法第７９条第２項第

３号の２から第４号の２まで、第８号（同項第４号

の３に該当する者のあるものであるときを除く。）又

は第９号（同項第４号の３に該当する者であるとき

を除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

２ 指定居宅介護支援事業者が、当該指定に係る事業

所の介護支援専門員の人員について、運営基準で定

める員数を満たすことができなくなったとき。 

３ 指定居宅介護支援事業者が、法第８１条第２項に

規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関する基



準に従って適正な指定居宅介護支援の事業の運営を

することができなくなったとき。 

４ 指定居宅介護支援事業者が、法第８１条第６項に

規定する義務に違反したと認められるとき。 

５ 法第２８条第５項の規定により調査の委託を受け

た場合において、当該調査の結果について虚偽の報

告をしたとき。 

６ 居宅介護サービス計画費の請求に関し不正があっ

たとき。 

７ 指定居宅介護支援事業者が、法第８３条第１項の

規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命

ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

８ 指定居宅介護支援事業者又は当該指定に係る事業

所の従業者が、法第８３条第１項の規定により出頭

を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問

に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者

がその行為をした場合において、その行為を防止す

るため、当該指定居宅介護支援事業者が相当の注意

及び監督を尽くしたときを除く。 

９ 指定居宅介護支援事業者が、不正の手段により法

第４６条第１項の指定を受けたとき。 

１０ １から９までに掲げる場合のほか、指定居宅介

護支援事業者が、この法律その他国民の保健医療若

しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ

らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

１１ １から１０までに掲げる場合のほか、指定居宅

介護支援事業者が、居宅サービス等に関し不正又は

著しく不当な行為をしたとき。 

１２ 指定居宅介護支援事業者の役員等のうちに、指

定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停

止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

法第９２条第１項に規定す

る指定の取消し等を行う場

合（指定介護老人福祉施設） 

１ 指定介護老人福祉施設が、法第８６条第２項第３

号、第３号の２又は第７号（ハに該当する者がある

ときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

２ 指定介護老人福祉施設が、その行う指定介護福祉

施設サービスに従事する従業者の人員について、運

営基準で定める員数を満たすことができなくなった

とき。 



３ 指定介護老人福祉施設が、法第 88 条第２項に規

定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関す

る基準に従って適正な指定介護老人福祉施設の運営

をすることができなくなったとき。 

４ 指定介護老人福祉施設の開設者が、法第８８条第

６項に規定する義務に違反したと認められるとき。 

５ 法第２８条第５項の規定により調査の委託を受け

た場合において、当該調査の結果について虚偽の報

告をしたとき。 

６ 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

７ 指定介護老人福祉施設が、法第９０条第１項の規

定により報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命

ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

８ 指定介護老人福祉施設の開設者又はその長若しく

は従業者が、法第９０条第１項の規定により出頭を

求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に

対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同

項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し

たとき。ただし、当該指定介護老人福祉施設の従業

者がその行為をした場合において、その行為を防止す

るため、当該指定介護老人福祉施設の開設者又はその

長が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

９ 指定介護老人福祉施設の開設者が、不正の手段に

より法第４８条第１項第１号の指定を受けたとき。 

１０ １から９までに掲げる場合のほか、指定介護老

人福祉施設の開設者が、この法律その他国民の保健

医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの

又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反

したとき。 

１１ １から１０までに掲げる場合のほか、指定介護

老人福祉施設の開設者が、居宅サービス等に関し不

正又は著しく不当な行為をしたとき。 

１２ 指定介護老人福祉施設の開設者の役員又はその

長のうちに、指定の取消し又は指定の全部若しくは

一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に

居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為を

した者があるとき。 

法第１０４条第１に規定す

る指定の取消し等を行う場

合（介護老人保健施設の開設

者） 

１ 介護老人保健施設の開設者が、法第９４条第１項

の許可を受けた後正当の理由がないのに、６月以上

その業務を開始しないとき。 

２ 介護老人保健施設が、法第９４条第３項第４号か



ら第５号の２まで、第１０号（第５号の３に該当す

る者のあるものであるときを除く。）又は第１１号

（第５号の３に該当する者のあるものであるときを

除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

３ 介護老人保健施設の開設者が、法第９７条第７項

に規定する義務に違反したと認められるとき。 

４ 介護老人保健施設の開設者に犯罪又は医事に関す

る不正行為があったとき。 

５ 法第２８条第５項の規定により調査の委託を受け

た場合において、当該調査の結果について虚偽の報

告をしたとき。 

６ 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

７ 介護老人保健施設の開設者等が、法第１００条第

１項の規定により報告又は診療録その他の帳簿書類

の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又

は虚偽の報告をしたとき。 

８ 介護老人保健施設の開設者等が、法第１００条第

１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、

同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは

虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、介護老人保

健施設の従業者がその行為をした場合において、そ

の行為を防止するため、当該介護老人保健施設の開

設者又は管理者が相当の注意及び監督を尽くしたと

きを除く。 

９ １から８までに掲げる場合のほか、介護老人保健

施設の開設者が、この法律その他国民の保健医療若

しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ

らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

１０ １から９までに掲げる場合のほか、介護老人保

健施設の開設者が、居宅サービス等に関し不正又は

著しく不当な行為をしたとき。 

１１ 介護老人保健施設の開設者が法人である場合に

おいて、その役員又は当該介護老人保健施設の管理

者のうちに許可の取消し又は許可の全部若しくは一

部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居

宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をし

た者があるとき。 

１２ 介護老人保健施設の開設者が第９４条第３項第

１号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないも

のである場合において、その管理者が許可の取消し



又は許可の全部若しくは一部の効力の停止をしよう

とするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正

又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

法第１１４条の６第１項に

規定する指定の取消し等を

行う場合（介護医療院の開設

者） 

１ 介護医療院の開設者が、許可を受けた後正当な理

由がなく、６月以上その業務を開始しないとき。 

２ 介護医療院が、法第１０７条第３項第４号から第

６号まで、第１３号（第７号に該当する者のあるも

のであるときを除く。）又は第１４号（第７号に該当

する者のあるものであるときを除く。）のいずれかに

該当するに至ったとき。 

３ 介護医療院の開設者が、法第１１１条第７項に規

定する義務に違反したと認められるとき。 

４ 介護医療院の開設者に犯罪又は医事に関する不正

行為があったとき。 

５ 法第２８条第５項の規定により調査の委託を受け

た場合において、当該調査の結果について虚偽の報

告をしたとき。 

６ 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

７ 介護医療院の開設者等が、法第１１４条の２第１

項の規定により報告又は診療録その他の帳簿書類の

提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は

虚偽の報告をしたとき。 

８ 介護医療院の開設者等が、法第１１４条の２第１

項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同

項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚

偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、介護医療院

の従業者がその行為をした場合において、その行為

を防止するため、当該介護医療院の開設者又は管理

者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

９ １から８までに掲げる場合のほか、介護医療院の

開設者が、この法律その他国民の保健医療若しくは

福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの

法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

１０ １から９までに掲げる場合のほか、介護医療院

の開設者が、居宅サービス等に関し不正又は著しく

不当な行為をしたとき。 

１１ 介護医療院の開設者が法人である場合におい

て、その役員又は当該介護医療院の管理者のうちに許

可の取消し又は許可の全部若しくは一部の効力の停止

をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関



し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

１２ 介護医療院の開設者が法第１０７条第３項第１

号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもの

である場合において、その管理者が許可の取消し又

は許可の全部若しくは一部の効力の停止をしようと

するとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又

は著しく不当な行為をした者であるとき。 

法第１１５条の９第１項に

規定する指定の取消し等を

行う場合（指定介護予防サー

ビス事業者） 

１ 指定介護予防サービス事業者が、法第１１５条の

２第２項第４号から第５号の２まで、第１０号（第

５号の３に該当する者のあるものであるときを除

く。）、第１０号の２（第５号の３に該当する者のあ

るものであるときを除く。）、第１１号（第５号の３

に該当する者であるときを除く。）又は第１２号（第

５号の３に該当する者であるときを除く。）のいずれ

かに該当するに至ったとき。 

２ 指定介護予防サービス事業者が、法第１１５条の

２第６項の規定により当該指定を行うに当たって付

された条件に違反したと認められるとき。 

３ 指定介護予防サービス事業者が、当該指定に係る

事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員につい

て、運営基準で定める基準又は員数を満たすことが

できなくなったとき。 

４ 指定介護予防サービス事業者が、法第１１５条の

４第２項に規定する指定介護予防サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又

は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関

する基準に従って適正な介護予防サービスの事業の

運営をすることができなくなったとき。 

５ 指定介護予防サービス事業者が、法第 115 条の４

第６項に規定する義務に違反したと認められるとき。 

６ 介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。 

７ 指定介護予防サービス事業者が、法第 115 条の７

第 1 項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しく

は提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告

をしたとき。 

８ 指定介護予防サービス事業者又は当該指定に係る

事業所の従業者が、法第 115 条の 7 第１項の規定

により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定

による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁

をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若

しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業



所の従業者がその行為をした場合において、その行

為を防止するため、当該指定介護予防サービス事業

者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

９ 指定介護予防サービス事業者が、不正の手段によ

り法第５３条第１項本文の指定を受けたとき。 

１０ １から９までに掲げる場合のほか、指定介護予

防サービス事業者が、この法律その他国民の保健医

療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又

はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反し

たとき。 

１１ １から１０に掲げる場合のほか、指定介護予防

サービス事業者が、居宅サービス等に関し不正又は

著しく不当な行為をしたとき。 

１２ 指定介護予防サービス事業者が法人である場合

において、その役員等のうちに指定の取消し又は指

定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとする

とき前 5 年以内に居宅サービス等に関し不正又は著

しく不当な行為をした者があるとき。 

１３ 指定介護予防サービス事業者が法人でない事業

所である場合において、その管理者が指定の取消し

又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしよう

とするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正

又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

法第１１５条の１９に規定

する指定の取消し等を行う

場合（指定地域密着型介護予

防サービス事業者） 

１ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、法第

１１５条の１２第２項第４号の２から第５号の２ま

で、第９号（第５号の３に該当する者のあるもので

あるときを除く。）、第１０号（第５号の３に該当す

る者のあるものであるときを除く。）、第１１号（第

５号の３に該当する者であるときを除く。）又は第１

２号（第５号の３に該当する者であるときを除く。）

のいずれかに該当するに至ったとき。 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、法第

１１５条の１２第４項第３号から第６号までのいず

れかに該当するに至ったとき。 

３ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、法第

１１５条の１２第６項の規定により当該指定を行うに

当たって付された条件に違反したと認められるとき。 

４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、当該

指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は

人員について、運営基準で定める基準若しくは員数

又は法第１１５条の１４第５項に規定する指定地域



密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する

基準を満たすことができなくなったとき。 

５ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、法第

１１５条の１４第２項又は第５項に規定する指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準又は指定地域密着

介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基

準に従って適正な指定地域密着型介護予防サービス

の事業の運営をすることができなかったとき。 

６ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、法第

１１５条の１４第８項に規定する義務に違反したと

認められるとき。 

７ 地域密着型介護予防サービス費の請求に関し不正

があったとき。 

８ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、法第

１１５条の１７第１項の規定により報告又は帳簿書

類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、

又は虚偽の報告をしたとき。 

９ 指定地域密着型介護予防サービス事業者又は当該

指定に係る事業所の従業者が、法第１１５条の１７

第１項の規定により出頭を求められこれに応ぜず、

同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは

虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に

係る事業所の従業者がその行為をした場合におい

て、その行為を防止するため、当該指定地域密着型

介護予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽

くしたときを除く。 

１０ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、不

正の手段により法第５４条の２第 1 項本文の指定を

受けたとき。 

１１ １から１０までに掲げる場合のほか、指定地域

密着型介護予防サービス事業者が、この法律その他

国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で

定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは

処分に違反したとき。 

１２ １から１１までに掲げる場合のほか、指定地域

密着型介護予防サービス事業者が、居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

１３ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が法人

である場合において、その役員等のうちに指定の取



消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をし

ようとするとき前 5 年以内に居宅サービス等に関し

不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

１４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者が法人

でない事業所である場合において、その管理者が指

定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停

止をしようとするとき前 5 年以内に居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

法第１１５条の２９第１項

に規定する指定の取消し等

を行う場合（指定介護予防支

援事業者） 

１ 指定介護予防支援事業者が、法第１１５条の２２

第２項第３号の２から第４号の２まで、第８号（同

項第４号の３に該当する者であるときを除く。）又は

第９号（同項第４号の３に該当する者であるときを

除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

２ 指定介護予防支援事業者が、当該指定に係る事業

所の従業者の知識若しくは技能又は人員について、

運営基準で定める基準若しくは員数を満たすことが

できなくなったとき。 

３ 指定介護予防支援事業者が、法第１１５条の２４

第２項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定

介護予防支援の事業の運営に関する基準に従って適

正な指定介護予防支援の事業の運営をすることがで

きなくなったとき。 

４ 指定介護予防支援事業者が、法第１１５条の２４

第６項に規定する義務に違反したと認められると

き。 

５ 介護予防サービス計画費の請求に関し不正があっ

たとき。 

６ 指定介護予防支援事業者が、法第１１５条の２７

第１項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しく

は提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告

をしたとき。 

７ 指定介護予防支援事業者又は当該指定に係る事業

所の従業者が、法第１１５条の２７第 1 項の規定に

より出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定に

よる質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁を

し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所

の従業者がその行為をした場合において、その行為

を防止するため、当該指定介護予防支援事業者が相

当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 



８ 指定介護予防支援事業者が、不正の手段により法

第５８条の第１項の指定を受けたとき。 

９ １から８までに掲げる場合のほか、指定介護予防

支援事業者が、この法律その他国民の保健医療若し

くは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ

らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

１０ １から９までに掲げる場合のほか、指定介護予

防支援事業者が、居宅サービス等に関し不正又は著

しく不当な行為をしたとき。 

１１ 指定介護予防支援事業者の役員等のうちに、指

定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停

止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をした者があると

き。 

法第１１５条の４５の９に

規定する指定の取消し等を

行う場合（指定事業者） 

１ 指定事業者が、法第１１５条の４５第１項第１号

イからニまで又は法第１１５条の４５の５第２項の

厚生労働省令で定める基準に従って第１号事業を行

うことができなくなったとき。 

２ 第１号事業支給費の請求に関し不正があったとき。 

３ 指定事業者が、法第１１５条の４５の７第１項の

規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命

ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

４ 指定事業者又は当該指定事業者の指定に係る事業

所の従業者が、法第１１５条の４５の７第１項の規

定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規

定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答

弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、

若しくは忌避したとき。ただし、当該指定事業者の

指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合に

おいて、その行為を防止するため、当該指定事業者

が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

５ 指定事業者が、不正の手段により指定事業者の指

定を受けたとき。 

６ １から５までに掲げる場合のほか、指定事業者が、

この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関す

る法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づ

く命令若しくは処分に違反したとき。 

７ １から６までに掲げる場合のほか、指定事業者が、

地域支援事業又は居宅サービス等に関し不正又は著

しく不当な行為をしたとき。 

 


